
特別用途地区  

（１）趣旨 

特別用途地区は、用途地域の指定の目的を基本とし、これを補完するため、特別の目的から特定の

用途の利便の増進又は環境の保護等を図るため、建築基準法に基づき地区の特性や課題に応じて地方

公共団体が定める条例で建築物の用途に係る規制の強化又は緩和を行うために定めるものである。 

このため、例えば、中高層階住居専用地区、商業専用地区、特別工業地区、文教地区、小売店舗地

区、事務所地区、厚生地区、娯楽・レクリエーション地区、観光地区、 特別業務地区、研究開発地区、

中小小売店舗特別用途地区、宿場町環境保全特別用途地区などを定めることが考えられる。 

（２）基本的な考え方（用途地域の補完） 

特別用途地区の指定に当たっては、用途地域との関係を十分に考慮したうえで、当該地区の特性に

ふさわしい土地利用の増進、環境の保護等、実現を図るべき特別の目的を明確に設定して、適切な位

置及び規模で定めることが望ましい。この場合、単一の建築物の建築を禁止することのみを目的とす

る等、望ましい市街地像の実現に積極的な目的を有しない特別用途地区の指定は好ましいとは考えら

れず、目的の設定は、目指すべき市街地像を実現するうえで適切なものとなるよう、都市計画の総合

性、一体性の観点から創意工夫を活かして柔軟な運用が行われることが望ましい。 

特定用途制限地域  

（１）趣旨  

特定用途制限地域は、用途地域が定められていない土地の区域内において、その良好な環境の形成

等を行うために、例えば、立地制限が適用されない床面積が１万㎡以下の建築物であっても多数人が

集中することにより周辺の公共施設に大きな負荷を発生させるものや、騒音、振動、煤煙等の発生に

より周辺の良好な居住環境に支障を生じさせる、あるいは良好な居住環境にそぐわないおそれのある

建築物などの建築を制限する必要がある場合に定めることが考えられる。 

（２）基本的な考え方 

① 特定用途制限地域を定める区域 

特定用途制限地域を定める区域は、良好な環境の形成又は保持のために必要な範囲の区域とするべ

きである。 

② 制限すべき特定の建築物その他の工作物の用途 

特定用途制限地域において定める、制限すべき特定の建築物等の用途は、当該地域の特性に応じて

合理的な土地利用が行われるため、良好な環境の形成又は保持に支障を及ぼさないよう、適切かつ必

要最小限のものを定めるべきである。また、建築基準法第４９条の２において、特定用途制限地域内

における建築物の用途の制限は地方公共団体の条例で定めることとされていることを踏まえ、都市

計画において定める制限すべき特定の建築物等の用途は、概要を定めるにとどめるべきである。 

なお、制限すべき特定の建築物等の用途の概要としては、例えば、以下のようなものが考えられる。 

・ 危険物の製造工場、貯蔵・処理の用に供する建築物  ・ 風俗営業施設  

・ 一定規模以上の集客施設（床面積○○平方メートル超の店舗、映画館、アミュー ズメント施設、

展示場等）  
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